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公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程 
 

（目 的） 

第１条 この規程は、公益財団法人香川県農地機構（以下「機構」という。）業務方法書第

８条の規定に基づき、意欲ある農業者の経営改善、地域ぐるみで農業に取り組む集落営

農組織の育成、青年等の就農の促進等のための助成金の交付を行う、機構担い手強化事

業の実施に関する必要な事項を定めるものとする。 

 

（事業の内容等） 

第２条 事業の名称、内容、対象者、期間及び事業費等の額については、別表１に定める

ところによる。 

 

（申請及び申請書） 

第３条 前条に規定する事業に係る助成金等の交付を受けようとするものは、別表２に定

める申請書に添付すべき書類を添えて､同表に定める期日までに理事長に提出しなけれ

ばならない。 

 

（決 定） 

第４条 理事長は、前条の規定により提出のあった申請書につき、申請者の所属する農業

協同組合及び申請者を管轄する市町に対して意見を求めるとともに、機構事業運営協議

会に諮った上で、事業の目的及び内容の適否を審査し、別記様式８号により助成金の交

付を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。 

 

（報 告） 

第５条 助成金の交付を受けた者は、その事業を完了したときは、別表２に定める報告書

を、同表に定める期日までに理事長に提出しなければならない。 

 

（提出書類の経由） 

第６条 第３条及び第５条の規定に基づく提出書類は、申請者若しくは報告者が管轄する

農業改良普及センターを経由して提出するものとする。ただし、県段階で組織する団体

及び海外農業者研修に参加する者にあっては、直接提出するものとする。 

 

（助成金の支給） 

第７条 理事長は、第５条の規定に基づく報告書を受けたときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、別途、請求書の提出を受け、助成金を支給するものとする。 

２ 報告書及び請求書は別表２に定めるところによる。 

 

（概算払） 

第８条 理事長は、必要と認めるものについては、助成金等の概算払いをすることができ

る。 
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（事業実施状況並びに助成金等の使途調査） 

第９条 理事長は、必要があると認めるときは、助成金の交付を受けた者に対し、事業実

施状況並びに助成金等の使途について、資料の提出を求めるとともに、役員若しくは職

員をして、その状況を調査させることができる。 

 

（助成金の返還） 

第 10 条 理事長は、助成金について、次の各号の一に該当するときは、助成金等の交付を

変更若しくは取消し、又は既に支給した助成金の全部若しくは一部の返還を求めること

ができる。 

(1) この規程に違反したとき。 

(2) 虚偽又は不正の手段により、助成金の支給を受けたとき。 

(3) 事業の実施が著しく不適当と認められたとき。 

 

（用 語） 

第 11 条 本規程において用語の定義は次のとおりとする。 

(1) 認定農業者とは、「農業経営基盤強化促進法」（昭和 56 年法律第 65 号）第 12 条第

１項に定める農業経営改善計画について、同項に基づく市町長の認定を受けた者をい

う。 

(2) 集落営農組織とは、複数の農業者が集まって、農業機械の共同利用、農作業の共同

化等により、農業経営の効率化を図る組織をいう。 

(3) 新規就農者とは、認定就農者及び人・農地プランに位置付けられた就農 5 年以内の

中心経営体とする。 

なお、認定就農者とは、「農業の構造改革を推進するための農業経営基盤強化促進

法等の一部を改正する等の法律」（平成 25 年法律第 102 号）第４条の規定による廃止

前の「青年等の就農促進のための資金の貸付け等に関する特別措置法」（平成７年法

律第２号）第４条の第１項の認定を受けた者、または「農業経営基盤強化促進法」（昭

和 56 年法律第 65 号）第 1４条の４第１項の認定を受けた者のことをいう。 

(4) 就農・就業相談者とは、就農又は就業したい意向をもって新規就農相談センター（機

構、香川県農業会議）を訪れ、相談を行った者とする。 

(5) 耐久性資材とは、トンネル被覆用の支柱や留め具、長期展張フィルムなど、複数年

にわたり使用可能な資材をいう。 

(6) 新技術や新品種などとは、原則として、地域で普及していない技術や品種などのこ

とをいう。なお、地域で導入されている技術や品種などであっても、当該経営体にと

って新たに導入する技術や品種などであって、地域への更なる波及効果が見込まれる

場合は、事業の対象にできるものとする。 

 

（改 廃） 

第 12 条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行うものとする。 
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（補 足） 

第 13 条 この規程の施行について必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は、平成 25 年４月１日から施行する。 

２ 25 年度事業にかかる事業申請書の提出期日については、別表２にかかわらず、

理事長が別に定める期日とする。 

 

附 則 

この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行し、平成 27 年度事業から適用する。 
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別表１ 担い手強化事業の内容等 

事 業 名 事 業 の 内 容 事 業 対 象 者 期間 事 業 費 等 の 額 

新 技 術 実

証 チ ャ レ

ン ジ 支 援

事業 

個別経営 

 タイプ 

認定農業者や集落営農組織の経営改

善計画が図られよう、新技術や新品種な

どの導入のための実証試験に要する経

費を助成する。 

認定農業者、集落営農組織 

原則として

１年間とす

る。 

当該事業に要する経費の２分の１以

内（助成金上限１，０００千円）を助

成する。 
集落営農タ

イプ 

農作業体験研修支援事業 

就農・就業相談者が農作業体験研修を

行う場合、農作業体験者の受入、指導に

要する経費を、農作業体験研修受入農家

に対し助成する。ただし、農作業体験研

修期間は、１週間単位とし１週間以上４

週間以内とする。 

 

農作業体験研修受入農家（農

業士又は農業改良普及センタ

ー所長が推薦する農業者）とす

る。 

当該事業に要する経費として、１０

千円/週以内を助成する。 

農 地 集 積

設 備 導 入

支援事業 

個別経営 

 タイプ 

認定農業者、新規就農者が機構から農

地を借受けて経営開始又は規模拡大す

るのに伴い、必要な設備（耐久性資材を

含む）の整備に要する経費に対し助成す

る。 

認定農業者、新規就農者、認

定農業者となることが確実

と認められる集落営農法人

等 

原則として

１年間とす

る。 

当該事業に要する経費の３分の１以

内（助成金上限１，０００千円）を助

成する。 集落営農タ

イプ 

青 年 農 業

者 経 営 者

能 力 向 上

活 動 支 援

事業 

 

青年農業者

等組織活動

支援事業 

 

青年農業者等で組織する県段階の組

織が、青年農業者の経営者能力の向上等

のために実施する研修会の実施等にか

かる経費を助成する。 

県域の青年農業者の組織又

は青年農業者の育成を目的と

する農業者組織 

当該事業に要する経費の２分の１以内

（上限１５０千円）額を助成する。 

海外農業研

修派遣支援

事業 

国際農業者交流協会が実施する「海外

派遣農業研修」の参加者に対し、経費の

一部を助成する。 

海外派遣農業研修に参加す

る者 

２５０千円（定額）を助成する。 
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別表２ 提出書類の様式、提出期日等 

 

事 業 名 

申 請 書 報 告 書 請 求 書 

様 式 
提出

部数 
提出期日 様 式 

提出

部数 
提出期日 様 式 

提出

部数 
支給時期 

 

新技術実証チャ

レンジ支援事業 

 

個別経営タイプ 別記様式１号 

１ 

当該年度

の４月末

まで 

別記様式１号 

１ 

事業完了

後すみや

かに 

別記様式 

９号 

(概算払の請

求にあって

は、別記様式

10 号を添付) 

１ 

請求書が提出され

たとき 

ただし、理事長が必

要と認めたときは、

概算払請求書が提

出されたとき 

集落営農タイプ 別記様式２号 別記様式２号 

 

農作業体験研修支援事業 

 

別記様式３号 
原則とし

て実施前 
別記様式３号 

農地集積設備 

導入支援事業 

個別営農タイプ 別記様式４号 
当該年度

の４月末

又は当該

年度の

10 月末

まで 

別記様式４号 

集落営農タイプ 別記様式５号 別記様式５号 

青年農業者経営

者能力向上活動

支援事業 

 

青年農業者等組

織活動支援事業 
別記様式６号 

当該年度

の5月末日 
別記様式６号 

海外農業研修派

遣支援事業 
別記様式７号 

原則とし

て実施前 
別記様式７号 
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別記様式１号 （個別経営タイプ用） 

 

平成  年度新技術実証チャレンジ支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名)            ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、新技術実証チャレ

ンジ支援事業（個別経営タイプ）を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報

告）します。 

 

 

記 

 

 

１．事業の目的（実証しようとする新技術、新品種などの内容と導入による経営改善の内

容を記載する。） 
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２．事業主体の概要 

(1) 農業労働力確保状況（雇用を含む） 

氏  名 続 柄 年 齢 農業従事日数 備  考 

     

     

     

     

     

     

     

※法人の場合は、構成員及び農業労働力確保状況（雇用を含む）を記入してください。 

 

(2) 機械・施設等                       （単位：㎡、台） 

項 

目 

建 物 農 業 用 施 設 農 機 具 

種類 面積 種類・構造 棟 面積 種類 能力 台数 

 

現 

況 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 

標 

年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 
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３．経営の現況及び目標             (単位：ａ，頭、千羽、千円、人) 

項 

目 

経 営 耕 地 経 営 状 況 経営収支状況 雇 用 

労働力 区分 地目 面積 作目等 規模 項目 金額 

現 

 

況 

 

年 

所有 
田    農 

 

業 

収入  常雇 

 

 

 畑    支出  

借地 
田    所得  臨時 

 

延 

 畑    農外所得  

計   計  農家所得  計  

目 

 

標 

 

年 

所有 
田    農 

 

業 

収入  常雇 

 

 

 畑    支出  

借地 
田    所得  臨時 

 

延 

 畑    農外所得  

計   計  農家所得  計  

 

４．事業実施計画（事業実績） 

(1) 事業内容（実証する新技術の内容）             （単位：円） 

新技術の内容 事業量 事業費 実施時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         計   ―   

 

(2) 事業導入により期待される（得られた）成果 

技 術 的 成 果 

 

 

 

経 営 的 成 果 

 

 

 

技術的成果：生産量、品質の向上等成果等 

経営的成果：コスト低減、省力化、規模・所得の拡大等経営的成果等 
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５．経費の配分                           （単位：円） 

新技術実証費 
経 費 内 訳 

助成金 自己資金 借入金 その他 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．事業完了予定（完了）年月日 

 

平成  年  月  日 

 

７．収支予算（精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

自 己 資 金 

そ の 他 

       

 

 

        

 

 

    

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

新技術実証費 
 

 

    

 

８．添付資料 

(1) 見積書（領収書）の写し又は実施（出来高）設計書 

(2) 農業経営改善計画書及び認定書の写し 

(3) その他理事長が特に必要と認めた資料（別添補足資料） 
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別記様式２号（集落営農タイプ用） 

 

平成  年度 新技術実証チャレンジ支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名)            ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、新技術実証チャレ

ンジ支援事業（集落営農タイプ）を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報

告）します。 

 

 

記 

 

 

１．事業の目的 （実証しようとする新技術、新品種などの内容と導入による経営改善の

内容を記載する。） 
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２．事業主体の概要 

 (1).集落営農組織の概要 

組 織 の 範

囲 （集落

数、集落名 

を記載） 

集落営農組

織の形態（任

意組織、特定農

業団体、法人等

の区分を記載） 

参加農家戸数 

（地域内総農

家戸数） 

農業従事者の状況 

（基幹的な従事者、オペ

レーター、繁忙期従事者

等組織の従事者の状況） 

農業従

事日数

等 

備考 

 

 

 

 

 

 

    戸 

（    ） 

基幹的従事者  名 日  

オペレータ∸  名 日  

 日  

 日  

 日  

 合  計        人 日  

 

(2) 機械・施設等(所有又は借入れ使用しているもの)      （単位：㎡、台） 

項 

目 

建 物 農 業 用 施 設 農 機 具 

種類 面積 種類・構造 棟 面積 種類 能力 台数 

 

現 

況

年 

（所有） 

 

 

 

（借入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所有） 

 

 

 

（借入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所有） 

 

 

 

（借入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 

標 

年 

（所有） 

 

 

 

（借入） 

 

 

 

 

 

（所有） 

 

 

 

（借入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（所有） 

 

 

 

（借入） 
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（注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 

３．経営の現況及び目標             (単位：ａ，頭、千羽、千円、人) 

項 

目 

経 営 耕 地 等 経 営 状 況 経営収支状況 雇 用 

労働力 区分 地目 面積 作目等 規模 項目 金額 

現 

 

況 

 

年 

耕作 
田    農 

業 

収入  常雇 

 

 

 畑    支出  

作業 

受託 

田  ※  受託収入  臨時 

 

延 

 畑    構成員分配  

計   計  所 得  計  

目 

 

標 

 

年 

耕作 
田    農 

業 

収入  常雇 

 

 

 畑    支出  

作業 

受託 

田    受託収入  臨時 

 

延 

 畑    構成員分配  

計   計  所 得  計  

   ※ 受託作業名を記載 

 

４．事業実施計画（事業実績） 

(1) 事業内容（実証する新技術の内容）             （単位：円） 

新技術の内容 事業量 事業費 実施時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         計   ―   

 

(2) 事業導入により期待される（得られた）成果 

技 術 的 成 果 

 

 

 

経 営 的 成 果 

 

 

 

技術的成果：生産量、品質等の向上等成果等 

経営的成果：コスト低減、省力化、規模・所得の拡大等経営的成果等 
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５．経費の配分                           （単位：円） 

新技術実証費 
経 費 内 訳 

助成金 自己資金 借入金 その他 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．事業完了予定（完了）年月日 

 

平成  年  月  日 

 

７．収支予算（精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

自 己 資 金 

そ の 他 

       

 

 

        

 

 

    

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

新技術実証費 

 

 

    

 

８．添付資料 

(1) 見積書（領収書）の写し又は実施（出来高）設計書 

(2) 集落営農組織の規約又定款、事業計画（組織決定されたもの） 

(3) その他理事長が特に必要と認めた資料（別添補足資料） 

 

 

 

 



－14－ 

 

（補足資料様式） 

新技術実証チャレンジ支援事業実績報告書 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名) 

 

１．成績のあがったものについて、具体的に記述する。（数値化できるものは数値化する。) 

項   目 
具 体 的 成 果 

実 施 前 実 施 後 

生産量（１０a） 

 

 

 

 

 

 

生 産 コ ス ト 

 

 

 

 

 

 

品     質 

 

 

 

 

 

 

販     売 

  

労 働 時 間 

 

 

 

 

 

 

 

規模の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （期間借地面積、作業受

託面積を含む） 

 

その他特記事項 
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２．経営に及ぼした成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．目標達成の可否（否の場合には主な要因とその改善策等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．周辺への波及効果又は見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．事業実施者の意見 
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別記様式３号 

 

平成  年度 農作業体験研修支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名)            ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構社担い手強化事業実施規程の定めにより、農作業体験研修

支援事業を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報告）します。 

 

記 

１．申請者の経営概要等 

（
法
人
の
場
合
は
構
成
員
） 

農
業
労
働
力
確
保
状
況 

続柄 氏  名 年齢 農業従事日数 健康状況 備 考 

      

      

      

      

      

      

雇用者及び従業員      人  延雇用   日   

過去の研修生受入実績  

希望受入時期及び期間     年 月 日～  年  月 日（  週間） 

 

 主な体験農作業名等 

 

 

 

 

 

 

助 成 申 請 額         円 （週額 １0,000 円×  週間） 
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経営耕地 経 営 状 況 

種 別 面積 作物名 規模 作物名 規模 

水   田   ａ            a         a 

畑      

果 樹 園       

そ の 他       

 

 

経営の特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．農作業体験指導研修計画（実績） 

研修生氏名  住所  年齢 歳 

指 導 作 目  

指 導 内 容 

（指導農作業

等） 
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３．収支予算（収支精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

 

自 己 資 金 

 

そ の 他 

        

 

 

        

 

 

     

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部 

区  分 
予 算 額 

（申 請） 

精 算 額 

（実 績） 

比  較 
備 考 

増 減 

農作業体験研修支

援事業 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

円 

 

 

 

 

 

 

 

計      

 

４．事業実施予定（実施）期間 

 

平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

５．添付資料 

(1) 受入農家が農業士以外の場合は、農業改良普及センター所長の農作業体験研修農家

推薦書の写し（別添様式） 

(2) 法人の場合は、定款の写し 

(3) 研修日誌の写し（報告書に添付） 

(4) 研修契約及び傷害保険等の加入の写し 
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（別添様式） 

番     号 

年  月  日 

 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

 

農業改良普及センター所長名    ㊞ 

 

 

 

農作業体験研修農家推薦書 

 

 

次の者を、公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程に定める農作業体験研

修農家として推薦します。 

 

記 

 

住所(所 在 地)： 

 

氏名(代表者氏名)： 

 

推薦する理由： 
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別記様式４号 （個別経営タイプ用） 

 

平成  年度 農地集積設備導入支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名)            ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、農地集積設備導入

支援事業を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報告）します。 

 

 

記 

 

 

１．事業の目的（機構から農地の借り受けによる農業経営の開始又は規模拡大、及びこれ

に伴い必要な機械施設（トンネル等耐久性資材を含む）の整備内容を記載

する。） 
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２．経営の現況・目標等 

 

(1) 農業労働力確保（雇用を含む） 

現    況 目 標 

備  考 

家

族 

氏  名 続 柄 年 齢 
農業従事 

日 数 

農業従事 

日 数 

      

      

      

      

合     計    

雇

用 

常 時 雇 用    

臨 時 雇 用    

合     計    

※法人の場合は、構成員及び農業労働力確保状況（雇用を含む）を記入してください。 

 

 (2) 農業経営面積 

 

区 分 所有地 借入地 

機 構 を 通

じ た 借 入

地 

契 約  

(公告日) 

権 利 取

得区 分 合   計 

 

現 

 

況 

田       

畑       

その他       

小計       

作 業 受 託 
作業面積合計 

耕 起 代かき 田 植 刈 取 その他 

      

 

目 

 

標 

田       

畑     

その他     

小計     

作 業 受 託 
作業面積合計 

耕 起 代かき 田 植 刈 取 その他 

      

 (注) 権利取得区分は、賃貸借、使用貸借の区分を記載。 
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(3) 機械・施設等                       （単位：㎡、台） 

項 

目 

建 物 農 業 用 施 設 農 機 具 

種類 面積 種類・構造 棟 面積 種類 能力 台数 

現 

 

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目

標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 

 

３．経営の現況及び目標             (単位：ａ，頭、千羽、千円、人) 

  
作目名 面積 収入 支出 農業所得 

農 外

所得  

農 家 

所 得 

現

 

況 

       

     

     

     

計       

目 

 

標 

       

     

     

     

計       
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 （注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 

 

４．事業実施計画（事業実績） 

(1) 事業の内容                          （単位：円） 

施設・機械等 構造・能力 事業量 事業費 設置又は施工場所 実施時期 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 (2) 事業導入により期待される（得られた）成果 

 

５．経費の配分                           （単位：円） 

施設導入費 
経 費 内 訳 

助成金 自己資金 借入金 その他 

 
 

 

   

 

６．事業完了予定（完了）年月日 

平成  年  月  日 

 

７．収支予算（精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

自 己 資 金 

そ の 他 

       

 

 

        

 

 

    

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

施設導入費 
 

 

    

 

７．添付資料 
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(1) 見積書（領収書）の写し又は実施（出来高）設計書 

(2) 農地配分計画 

(3) 認定農業者：経営改善計画書 

  新規就農者 認定就農者：就農計画、人・農地プランに位置付けられた新規就農者：

人・農地プランに位置付けられていることを証明する書類 

(3) その他理事長が特に必要と認めた資料 
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別記様式５号 (集落営農タイプ用) 

 

平成  年度 農地集積設備導入支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住所(所 在 地) 

氏名(代表者氏名)            ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、農地集積設備導入

支援事業を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報告）します。 

 

 

記 

 

 

１．事業の目的（機構から農地の借り受けによる農業経営の開始又は規模拡大、及びこれ

に伴い必要な機械施設（トンネル等耐久性資材を含む）の整備内容を記載

する。） 
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２．経営の現況・目標等 

 (1).集落営農組織の概要 

組 織 の 範

囲 （集落

数、集落名 

を記載） 

参加農家戸

数 

（地域内総

農家戸数） 

農業従事者の状況 

（基幹的な従事者、オペレーター、繁忙期従事者等組織の従事

者及び従事日数の状況及び目標） 
備考 

区  分 現 在 目 標 

 

 

 

 

   戸 

（   ） 

基幹的従事者     人  日   人  日  

オペレータ∸      人  日   人  日  

    

    

    

 合  計   人  日 人   日  

 

 

 (2) 農業経営面積 

 
区 分 所有地 借入地 

機構を通じ

た借入地 

契 約  

(公告日) 

権 利 取

得区 分 
合   計 

 

現 

 

況 

田       

畑       

その他       

小計       

作 業 受 託 
作業面積合計 

耕 起 代かき 田 植 刈 取 その他 

      

 

目 

 

標 

田       

畑     

その他     

小計     

作 業 受 託 
作業面積合計 

耕 起 代かき 田 植 刈 取 その他 

      

 (注) 権利取得区分は、賃貸借、使用貸借の区分を記載。 
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(3) 機械・施設等                       （単位：㎡、台） 

項 

目 

建 物 農 業 用 施 設 農 機 具 

種類 面積 種類・構造 棟 面積 種類 能力 台数 

 

現 

 

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目

標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 

 

３．経営の現況及び目標             (単位：ａ，頭、千羽、千円、人) 

  
作目名 面積 収入 支出 農業所得 

農 外

所得  

農 家 

所 得 

現

 

況 

       

     

     

     

計       

目 

 

標 

       

     

     

     

計       

 （注）目標は、事業開始５年後とする。以下同じ。 
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４．事業実施計画（事業実績） 

(1) 事業の内容                          （単位：円） 

施設・機械等 構造・能力 事業量 事業費 設置又は施工場所 実施時期 

 

 

 

 

    

 

 

 

 (2) 事業導入により期待される（得られた）成果 

 

５．経費の配分                           （単位：円） 

区  分 
経 費 内 訳 

助成金 自己資金 借入金 その他 

施設導入費 
 

 

   

 

６．事業完了予定（完了）年月日 

平成  年  月  日 

 

７．収支予算（精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

自 己 資 金 

そ の 他 

        

 

 

        

 

 

     

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

施設導入費 
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８．添付資料 

(1) 見積書（領収書）の写し又は実施（出来高）設計書 

(2) 農地配分計画 

(3) 集落営農法人：定款、事業計画（組織決定されたもの） 

(4) その他理事長が特に必要と認めた資料 
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別記様式６号 

 

平成  年度 青年農業者等組織活動支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

所 在 地 

団 体 名 

代表者氏名              ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、青年農業者等組織活

動支援事業を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報告）します。 

 

記 

 

１．事業実施計画（実績） 

事 業 内 容 時 期 場 所 人員 事業費 内容と期待される成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          合    計   

事業内容は、青年農業者の経営者能力の向上のための研修会の内容等を具体的に記載す

るとともに、経営者能力の向上等の期待される効果を記載すること。 
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２．収支予算（収支精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
本年度予算額 

(本年度精算額) 

前年度予算額 

(本年度予算額) 

比較増減 
備 考 

増 減 

 

助 成 金 

 

そ の 他 

 

     

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
本年度予算額 

(本年度精算額) 

前年度予算額 

(本年度予算額) 

比較増減 
備 考 

増 減 

青年農業者等

組織活動支援

事業 

     

計      

 

３．事業完了予定年月日（完了年月日） 

 

平成  年  月  日 

 

 

４．添付書類 

総会資料（事業計画の内容が記載されたもの）、会員名簿、規約 

研修会等の資料等（実績報告） 
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別記様式７号 

 

平成  年度 海外農業研修派遣支援事業申請書（報告書） 

 

平成  年  月  日 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

住   所 

名   称 

代表者氏名              ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程の定めにより、海外農業研修派遣支

援事業を実施したい（終了した）ので、下記のとおり申請（報告）します。 

 

記 

 

１．事業の目的 

 

 

 

２．事業の内容（実績） 

 

 

 

３．経費の区分                            （単位：円） 

区  分 事 業 費 
負 担 区 分 

備  考 
助成金 自己資金 その他 

 

海外農業研修

生派遣支援事

業 
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４．事業完了予定（完了）年月日 

 

平成  年  月  日 

 

５．収支予算（精算） 

(1) 収入の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

助 成 金 

自 己 資 金 

そ の 他 

        

 

 

        

 

 

     

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

(2) 支出の部                           （単位：円） 

区  分 
予 算 額 

(申 請) 

精 算 額 

(実 績) 

比較増減 
備 考 

増 減 

 

海外農業研修生

派遣支援事業 

 

        

 

 

        

 

 

     

 

 

     

 

 

 

 

 

計      

 

６．添付書類 

(1) 事業費の明細（領収書の写し） 

 (2) 海外派遣農業研修生に合格したことを証明する書類（合格通知） 

(3) その他理事長が特に必要と認める資料 
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別記様式８号 

 

決  定  通  知  書 

 

平成  年  月  日 

 

              様 

 

 

公益財団法人 香川県農地機構 

理事長           ㊞ 

 

 

平成  年  月  日付で申請のあった              事業については、

下記のとおり決定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

事  業  名 助成金等の額 

 （千円） 

 

（決定に当たっての条件） 
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別記様式９号 

 

請  求  書 
（精算払、概算払） 

 

（アラビア数字で記入し、頭書に￥の記号を付し、訂正しないで下さい。） 

 

 

 

 

        ただし、 

        内 訳 

 

   上記の金額を請求します。 

平成  年  月  日 

   公益財団法人香川県農地機構 

    理事長           殿 

 

 

請求者   郵便番号 

      

住  所 

      

     氏
フリ

  名
ガナ

                     ㊞ 

     （団体にあっては、その名称及び代表者の職氏名） 

 

支払の 

方 法 

現金払 

 

□ 

口 座 

振替払 

□ 

        農業協同組合 

        銀    行 
本店・支店・支所 

口座 

番号 

当座 

□ 

普通 

□ 

         

                口座
フ

名義人
リ ガ

氏名
ナ

 

 

 

金 額 

億 千 百 十 万 千 百 十 円 

   －     



－36－ 

 

別記様式 10号 

 

平成  年度        事業進捗状況報告書 

 

平成  年  月  日 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

事業主体者名 

（代表者氏名）             ㊞ 

 

平成  年度        事業を実施したので、進捗状況を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．事業の進捗状況 

区 分 

 

助成事業に 

要する経費 
助成金(Ａ) 

既受領額(Ｂ) 今回請求額(Ｃ) 残  額(Ｄ) 
事業

完了

予定 
金額 出来高 金額 

○月○日

までの予

定出来高 

金額 

○月○日

までの予

定出来高 

 

 

円 

 

      

円 

 

      

円 

 

    

％ 

 

    

円 

 

    

％ 

 

    

円 

 

    

％ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

         

（注）１．助成事業に要する経費は、香川県農地機構(Ａ)＋自己資金、融資等の費用合計とす

る。 

２．残額(Ｄ)は(Ａ)―((Ｂ)＋(Ｃ))とする。 

３．今回請求の日付は、各四半期の末日とする。 

参考様式 １ 

 



－37－ 

 

参考様式 １ 

平成  年  月  日 

 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

 

農業改良普及センター所長名    ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業に係る申請書について（進達） 

 

 

下記の者は、公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程に基づく、事業対象者

として適当であり、かつ、事業の内容が適正であると認められますので、別添のとおり申請

書を進達します。 

 

 

記 

 

 

事  業  名 
事  業  主  体 

住  所（所在地） 氏名又は名称及び代表者名 

 

 

 

 

 

 

  

 



－38－ 

 

参考様式２ 

平成  年  月  日 

 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

 

農業改良普及センター所長名    ㊞ 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業に係る報告書について（進達） 

 

 

下記の者が、公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程に基づき、事業を実施

したので、別添のとおり報告書を進達します。 

 

 

記 

 

 

事  業  名 
事  業  主  体 

住  所（所在地） 氏名又は名称及び代表者名 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



－39－ 

 

参考様式３ 

平成  年  月  日 

 

 

公益財団法人香川県農地機構 

理事長          殿 

 

 

農業協同組合代表理事理事長名    ㊞ 

市町長名    ㊞ 

 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業(事業名)申請書に対する意見書 

 

 

公益財団法人香川県農地機構担い手強化事業実施規程第４条に基づき、次のとおり意見を

提出します。 

 

 

記 

意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


